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{ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失額の明細
（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 428¶058¶553 50¶790¶218 987¶231 477¶861¶540 104¶344¶708 28¶602¶539 ` ` ` 373¶516¶832

構 築 物 251¶986¶299 7¶870¶843 ` 259¶857¶142 73¶348¶801 15¶802¶143 ` ` ` 186¶508¶341

重要な債務負担行為

契 約 内 容 金 額（円） 摘 要

フォーレージハーベス
ター購入

34¶828¶500 重要な債務負担行為には、当期契約を締結し
たもののうち、実際の支出の全部又は一部が
翌期以降になるものを記載しています。なお、
契約金額は運営費交付金債務で手当てされて
います。

本所ホームページリ
ニューアル

5¶229¶000

カッティングロールベー
ラ購入

4¶704¶000

バキュームスプレッダ購
入

4¶641¶000

ダンプトラック購入 3¶540¶640

スキットローダ購入 3¶097¶500

フェンス設置工事 2¶467¶500

クロップチョッパ購入 2¶212¶350

飼料タンク交換工事 771¶750
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10．追加情報
{ 償却限度額に達した資産の償却方法

平成19年度の法人税法の改正及びこれに伴う「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人
会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」の改訂により、当事業年度より減価償却システムの変更を行い、
平成20年３月31日以前に取得した有形固定資産は、帳簿価額が償却限度額まで達した翌事業年度
から、備忘価額１円を残して５年均等償却する方法に変更しております。
この変更により、減価償却費が72¶956¶234円、損益外減価償却累計額が326¶873¶134円それぞれ

増加し、行政サービス実施コストが399¶829¶368円増加しております。
| 耐用年数の変更
平成20年度の減価償却資産の耐用年数等に関する税制改正を契機として機械及び装置並びに家
畜の経済的耐用年数を見直した結果、当事業年度より機械及び装置並びに家畜の耐用年数を変更
しております。
この変更が減価償却費及び損益外減価償却累計額並びに行政サービス実施コストに与える影響
は軽微であります。

注記事項
１．貸借対照表関係
\ 運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 8¶058¶024¶748円
] 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 386¶526¶273円
^ 家畜仮勘定について
家畜仮勘定とは、家畜の成畜までの期間に要した飼養経費を集計したものであります。

２．損益計算書関係
\ 臨時損失について
{ 固定資産除却損は、運営費交付金で取得した建物並びに国から無償譲与された機械及び装置
及び車両運搬具の除却に係る計上額であります。

| 固定資産売却損は、国から無償譲与された機械及び装置及び車両運搬具の売却に係る計上額
であります。

] 臨時利益について
{ 固定資産売却益は、国から無償譲与された機械及び装置の売却額であります。
| 固定資産見返承継受贈額戻入は、国から無償譲与された機械及び装置及び車両運搬具の除売
却に係る見返承継受贈額計上額を収益に振替えた額であります。

^ ファイナンス・リース取引について
リース費用計上額（減価償却費及び支払利息）と運営費交付金の収益化額が一致しないことに
より、ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、1¶009¶471円であり、当該影響額を除
いた当期総利益は19¶773¶477円であります。

３．キャッシュ・フロー計算書関係
\ 資金の期末残高の貸借対照表上の科目

現金預金 1¶536¶984¶346円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 1¶536¶984¶346円
] 重要な非資金取引の内容
{ 無償譲渡による資産等の取得額 99¶689¶000円
| 当期新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 14¶089¶824円

４．行政サービス実施コスト計算書関係
行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成21年３月末利回りを参考に1•340％で計算しております。

５．退職給付関係
採用している退職給付制度の概要
役員は、家畜改良センター役員退職手当規程に基づき給付しております。
職員は、家畜改良センター職員退職手当規程に基づき給付しております。
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